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本市の重点課題に対応する

ための重点施策 

市政運営を総合的に進める

ための分野別施策 
市政運営を総合的に進める

ための分野別施策 

（p.49～） 

 

本市の重点課題に対応する

ための重点施策 

（p.17～） 

ウィズコロナ・ポストコロ

ナに対応する「新たな日常」

を構築するための施策 

（p.11～） 

202２年度版実施計画の概要 

 
 「平塚市総合計画～ひらつか NEXT～2022 年度版実施計画」は、平塚市総合計画の推進を図るため、
2022 年度～2024 年度（３か年）に本市が実施する事業を定めたものです。 
 
（２）新型コロナウイルス感染症拡大への対応と実施計画の見直しについて 

 
本市では、新型コロナウイルス感染症（以下、感染症）拡大への対応として、令和２年４月に策定

した平塚市新型コロナウイルス感染症緊急対策（令和２年５月に第２次を策定）、令和２年７月に策定

した平塚市新型コロナウイルス感染症総合対策（令和２年 11 月に補完版、令和３年２月に第２次、令

和３年９月に第２次補完版を策定）を推進してきました。 

感染症拡大に伴う影響は、市民の生命や暮らしだけでなく、経済・社会、さらには行動や意識、価

値観にまで波及しています。また、感染症が収束した社会であるポストコロナにおいては、AI や IoT

などの新技術の活用をはじめとした「新たな日常」での暮らしが求められます。 

 このような感染症と隣り合わせの社会（ウィズコロナ）、また、感染症が収束した社会（ポストコロ

ナ）においても、平塚市総合計画が目指す「まちづくりの指針」の実現は変わることなく重要である

ことから、平塚市総合計画に位置づけた施策を引き続き推進しています。 

これに加え、ウィズコロナ・ポストコロナに対応する「新たな日常」の構築を見据え、施策の推進

に必要な事業が位置づけられるよう、地域経済の活性化、ＩＣＴの活用・デジタルトランスフォーメ

ーションの推進などの視点を踏まえて 2021 年度版実施計画の見直しを行いました。 

2022 年度版実施計画でも引き続き、本市の重点課題に対応するための重点施策と市政運営を総合的

に進めるための分野別施策に加え、ウィズコロナ・ポストコロナに対応する「新たな日常」を構築す

るための施策の３つの施策を軸として、ポストコロナに確実につなげます。 

 
 
❖実施計画の見直しのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  
 

（１）基本的な考え方 

これまでの実施計画 2022 年度版実施計画 
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（３）前年度版実施計画の見直しについて 

 
  ア 前年度版実施計画事業の見直し状況 

区  分 事業数 

2022 年度版実施計画に継続する事業 １９２ 

2022 年度版実施計画に継続しない事業 ７ 

 他の実施計画事業に統合するもの １ 

事務事業
※ 

 とするもの ０ 

事務事業
※ 

 と統合するもの ０ 

終了となるもの ６ 

廃止するもの ０ 

合  計 １９９ 

 
イ 2022 年度版実施計画に継続しない事業 

区 分 事業名 担当課 理  由 

他の実施計画事業

に統合するもの 
新たな働き方促進事業 産業振興課 中小企業経営支援事業に統合 

終了となるもの 相模小学校移転整備事業 教育施設課 2021 年度で整備を完了したため 

終了となるもの 
文化芸術ホール開館準備事
業 

文化・交流課 2021 年度で整備を完了したため 

終了となるもの 
オリンピック・パラリンピ
ック推進事業 

オリンピック・

パラリンピック

推進課 

2021 年度で終了したため 

終了となるもの 消防署本署整備事業 消防総務課 2021 年度で整備を完了したため 

終了となるもの 見附台周辺地区整備事業 都市整備課 2021 年度で整備を完了したため 

終了となるもの テクノフェア推進事業 産業振興課 
商談形式のオンライン化移行など
に伴い終了 

 
ウ 事業名を変更した事業（０事業） 
事業内容の見直し等による、次の事業の名称を変更はありませんでした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※事務事業 
実施計画に位置付けずに行う事業 
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エ 新たに位置付けた事業（４事業） 
分野別 

施策 
事 業 名 担当課 事業概要 

１ 
平塚文化芸術ホー
ル管理運営事業 

文化・交流課 

平塚文化芸術ホールの施設管理、芸術文化・普及振

興事業、施設貸出を行います。また、隣接する見附

台公園との一体的な活用を行います。 

２ 
共生社会ホストタ
ウン事業 

福祉総務課 
共生社会ホストタウンに係る事業を総合的に進めま

す。 

３ 
電気バス導入促進
事業 

交通政策課 

環境負荷の低い路線バスの運行を実現するため、市

内を運行する路線バス事業者に対し、電気バスの導

入を支援します。 

３ 都市計画策定事業 
まちづくり政

策課 

持続可能な都市経営の実現を図るため、コンパク

ト・プラス・ネットワークの形成に向け、立地適正

化計画の策定等に取り組みます。 
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（４）2022 年度版実施計画の分野別施策ごとの事業数及び計画事業費について 

 

単位：千円 

分野別施策 事業数 会計区分 2022 年度 2023 年度 2024 年度 計 

１ ５９ 

一般会計 2,381,064 2,739,737 2,778,220 7,899,021 

特別会計・ 

公営企業会計 
0 0 0 0 

計 2,381,064 2,739,737 2,778,220 7,899,021 

２ ７０ 

一般会計 8,863,825 7,859,254 7,958,424 24,681,503 

特別会計・ 

公営企業会計 
2,885,783 1,981,608 1,724,608 6,591,999 

計 11,749,608 9,840,862 9,683,032 31,273,502 

３ ３５ 

一般会計 1,259,668 1,093,901 512,701 2,866,270 

特別会計・ 

公営企業会計 
346,176 346,176 346,176 1,038,528 

計 1,605,844 1,440,077 858,877 3,904,798 

４ ３２ 

一般会計 3,749,992 2,807,571 2,807,902 9,365,465 

特別会計・ 

公営企業会計 
2,070,616 0 0 2,070,616 

計 5,820,608 2,807,571 2,807,902 11,436,081 

合計 １９６ 

一般会計 16,254,549 14,500,463 14,057,247 44,812,259 

特別会計・ 

公営企業会計 
5,302,575 2,327,784 2,070,784 9,701,143 

計 21,557,124 16,828,247 16,128,031 54,513,402 

 
（注１）2022 年度計画事業費は、当初予算額を基本としています。 
（注２）2023 年度、2024 年度の計画事業費は、一部未定の事業もあるため参考値となります。 
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（５）財政見通しについて 

 
財政見通しは、今後の経済動向や国による地方財政計画、さらには経済政策により大きな影響を受

ける場合があることから、当面の一定条件に基づいて試算しています。計画期間中の財政見通しは次

のとおりです。 
 
・歳入 

歳入の根幹である市税については、社会経済情勢や地方税制改正などを考慮して算出しました。

また、投資的経費や扶助費等の財源となる国県支出金及び建設事業や財源対策のための市債につ

いては、計画期間中の事業費や扶助費の推移により推計しました。その他の歳入については、過

去の実績などを基に推計しました。 
 
・歳出 

実施計画事業費については、2022 年度の積算単価などを考慮して算出しました。 
実施計画外事業費については、少子高齢化が引き続き進展することから、扶助費の増加などが

見込まれ、将来の状況をできる限り的確に見据えた中で推計しました。また、物件費などその他

の経費は、過去の推移を見込んで推計しました。 
 
❖財政収支の見通し（2022 年度～2024 年度） 

単位：百万円 

区     分 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

歳入 88,090 88,325 93,117 

 

自主財源 52,869 52,438 53,466 

 
市 税 42,724 43,125 43,206 

その他 10,145 9,313 10,260 

依存財源 35,221 35,887 39,651 

 

国県支出金 23,208 22,856 23,763 

市 債 2,873 4,146 6,949 

地方譲与税等 9,140 8,885 8,939 

歳出 88,090 88,325 93,117 

 

義務的経費 49,514 48,807 50,391 

実施計画事業費 16,255 14,500 14,057 

その他 22,321 25,018 28,669 

（注１）この推計は、2022 年１月時点で推計したものです。 
（注２）財政収支の見通しは、一般会計の当初予算額を基準とした推計です。 
（注３）財政支出の見通しの金額は、財源対策を講じた後の推計値です。 
（注４）義務的経費は、人件費や扶助費、公債費の合計です。 
（注５）歳出のその他は、繰出金や積立金などの合計です。 
（注６）実施計画事業で未定のものは、除いています。 
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基本施策 

基本施策 柱 

柱 

まちづくりの基本姿勢 

個別施策 柱 

柱 個別施策 

重
点
施
策 

 
分
野
別
施
策 

重点課題 ウィズコロナ・ 
ポストコロナに対応する 
「新たな日常」の構築 

基本施策 

実施計画について 

 
（１）実施計画の位置付け・計画期間について 

 
平塚市総合計画は平塚市自治基本条例第１９条を策定根拠とし、同第８条に定めた「まちづくりの

指針」の実現に向けて取り組むものであり、『基本計画』－『実施計画』の２層の構成としています。  
実施計画は基本計画に示した施策を具体化する事業を定めるとともに、2022 年度版実施計画では、

感染症への対応として、まちづくりの基本姿勢に示した取組を実現するための方針「新たな日常の構

築」を新たに整理し、これを具体化する事業も含めて定めています。 
なお、社会経済情勢の変化や市民ニーズの多様化に迅速に対応するため、行政評価の結果を踏まえ

た見直しを毎年度行うこととし、計画期間は向こう３か年を見据えたものとしています。 
  
❖位置付けイメージ 
 
 
 

 

 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
 
 
 
 

 

 
 
❖まちづくりの指針 

平塚市自治基本条例第８条に定める「まちづくりの指針」は次の５つです。 
まちづくりの指針（平塚市自治基本条例） 

第８条 市は、次に掲げる指針により、市民が幸せに暮らすまちを目指します。 
（１）世界の人々と相互理解を深め、多様な文化が共生し、人々が平和に共存するまちにします。 
（２）豊かな人間性と文化をはぐくみ、基本的人権を擁護するまちにします。 
（３）互いに支え合い、誰もが安心して、安全に暮らすまちにします。 
（４）自然環境と都市基盤が調和し、自然と人が共生するまちにします。 
（５）産業を培い、活力とにぎわいのあるまちにします。 

基本計画 事業 

事業 

事業 

実施計画 

事業 

事業 

平塚市総合計画 

２ 

序論 

事業 

… 
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❖計画期間 
2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

         

 
 
 
 
（２）実施計画の進行管理について 

 
実施計画事業の着実な展開を図るとともに、市民に対する説明責任を果たすため、行政評価を実施

し、指標による評価や課題分析などを行い、効率的・効果的な進行管理を行います。 
 
 

 
 
 
 
 
  

 

予算、行政評価の結果を踏まえて、

実施計画は毎年度見直し 

Plan 
事業の目的の 

明確化 

何をどのような状態に
するのかを明確にし、計
画する。 

Do 
事業の実施 

計画に基づき事業を実
施する。 

Action 
事業の改善 

評価に基づき改善を図

る。 

Check 
事業の評価 

計画に基づき、成果指標
や活動指標による評価
を行う。 
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（３）実施計画事業の見方について 
  
 
❖「新たな日常」の構築に向けた事業 
まちづくりの基本姿勢に示した取組を実現するための方針「新たな日常の構築」に向けて、 
「デジタル化・新しい技術の活用を推進する」施策の計画内容を掲載しています。 

 
 
  

施策を推進するため

の具体的な取組名、

概要等を表していま

す。 

目標を一覧で掲載して

います。 

施策の基本的な方向性

を表しています。 

「新たな日常」の構

築に向けた施策を表

しています。 
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❖重点施策事業 
本市が抱える４つの重点課題に対応するために重点的に取り組む施策である 
重点施策の計画内容を施策体系順に掲載しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

重点施策中の個別施

策を表しています。 

個別施策の基本的な方

向性及び重要業績評価

指標（KPI）を表してい

ます。 

なお、平塚市総合計画

～ひらつか NEXT～は
2016 年度を始期とし
ていますが、各指標は、

計画策定時の実績値

（主に 2014年度）を採
用しています。 

上記の取組を含む関

連事業の計画事業費

を表しています。

（※） 

施策を推進するため

の具体的な取組を表

しています。 

※計画事業費における表記説明 
「0千円」…事業費を要しない事業 
「―」…事業費の抽出が困難な事業 
「＼」…実施する内容がない事業 
「未定」…2022 年度版実施計画策定段階で、算定が困難な事業 
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❖分野別施策事業 
市政運営を総合的に進めるための基本的な方向性である分野別施策の計画内容を 
施策体系順に掲載しています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※計画事業費における表記説明 
「0千円」…事業費を要しない事業 
「―」…事業費の抽出が困難な事業 
「＼」…実施する内容がない事業 
「未定」…2022 年度版実施計画策定段階で、算定が困難な事業 

基本施策において設

定された成果指標を

表しています。 

なお、平塚市総合計画

～ひらつか NEXT～
は 2016 年度を始期と
していますが、各指標

は、計画策定時の実績

値（主に 2014 年度）
を採用しています。 

事業に関連する

施策及び部局を

表しています。 

【計画事業費】 

各年度に実施す

る事業内容に要

する事業費を表

しています。 
（※） 

【事業内容】 

各年度に実施する

事業内容を表して

います。複数年にわ

たり事業内容が継

続する場合は罫線

で区切らず表して

います。実施する事

業 が な い 場 合 は

「＼」で表していま

す。 

基本施策の取組

方針を表してい

ます（総合計画の

改訂基本計画か

ら転載）。 


